
令和７年度 第１回 児童発達支援部会会議次第 

 

 

(日   時) 令和７年７月９日（水）午後１時 30 分～3 時 30 分 

(開催方法) 会議アプリ「ZOOM」 

 

ミーティングＩＤ：７２９ ８４８ ３８０９ 

パスワード：０２０５１２ 

 

１ 開 会 

 

２ あいさつ及び自己紹介 

 

３ 一般社団法人長野県知的障がい福祉協会について 

 

(1) 「協会が大切にしてきた思い」(協会会長 小松敏幸) 

 

(2) 「協会の活動について」(協会事務局長 稲田裕子) 

 

４ 部会長、副部会長について 

 

５ 令和７年度児童発達支援部会の活動について 

 

期   日 内   容 

7 月 9 日(水) 令和７年度事業計画、情報交換 

9～10 月 事業所見学と事例共有、情報交換 

11 月 25 日(火) 

長野県よりの障がい児通所支援に関わる行政説明と意見交換 

(講師：長野県健康福祉部 障がい者支援課 

 施設支援係  上條 氏) 

１月 27 日(火) 令和８年度事業計画、情報交換 

 

６ 意見交換等 

 

７ 閉 会 



No. 法人名 事業所名 氏名 職名

1 小諸学舎 しののめ作業所 土屋 信幸 管理者

2 小諸学舎 しののめ作業所 幸田 直子 支援スタッフ

3 小諸学舎 佐久広域連合障害者相談支援センター 竹中 正文 障がい児コーディネーター

4 小諸学舎 みゆき生活舎 大塚 淑子 主任生活支援員

5 小諸学舎 塩野生活舎 佐藤 仁美 生活支援員

6 小諸学舎 小諸学舎 矢島 克美 発達障がいｻﾎﾟｰﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ

7 小諸学舎 小諸市ひまわり園 小松 よし江 園長

8 小諸学舎 小諸市ひまわり園 関 貴文 主任児童指導員

9 小諸学舎 小諸市ひまわり園 山口 めぐみ 保育士

10 小諸学舎 小諸市ひまわり園 清水 麻奈加 保育士

11 長野県社会福祉事業団 長野県信濃学園 藤原 香澄 所長

12 かりがね福祉会 ミライエ 和久井 翔太 事業所主任

13 株式会社ｼｰｲｰｼｰ･ｱｯｼｭ わくわくキッズルーム佐久平 井出 協子 児童発達支援管理責任者

14 合同会社さくらぼ さくだいらキッズらぼ小諸教室 篠原 彩香 児童発達支援管理責任者

15 合同会社さくらぼ さくだいらキッズらぼ小諸教室 新津 はるみ 保育士

16 合同会社さくらぼ さくだいらキッズらぼ岩村田教室 樋口 沙美
児童発達支援管理責任者兼管理
者、保育士

17 合同会社さくらぼ さくだいらキッズらぼ岩村田教室 清水 美樹 保育士

18 NPO法人四季 児童発達支援センターなないろ軽井沢 青井 真由美 施設長

19 NPO法人四季 児童発達支援センターなないろ軽井沢 黒澤 星路 児童発達支援管責任者

20 株式会社Integrity いっぽ。 藤沢 萌々香
管理者
児童発達支援管理責任者

21 株式会社Integrity らんぷ。 小林 泉 管理者

22 株式会社Integrity いつも。 牧村 綾香 管理者

23 しらかばの会 ぽっかぽか 大藤 恵 児童発達支援管理者

24 夢工房福祉会 放課後等デイサービスみんなのムム 藤沢 洋彰 管理者

25

26

9法人 17事業所

令和７年度 第１回児童発達支援部会 参加者名簿
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知的障がいのある人たちの 

人間としての尊厳が守られ 

豊かな人生が自己実現できることを願って 
～(公財) 日本知的障害者福祉協会「倫理綱領」より～ 

一般社団法人長野県知的障がい福祉協会は、1973 年(昭和 48 年)４月に設立され、

1992 年(平成４年)４月に社団法人の認可を受け、2014 年(平成 26 年)４月に一般社団

法人に移行しました。 

＜長野県知的障がい福祉協会の目的＞ 
  

本協会は、知的障がいのある人の人格を尊重しつつ、会員相互の連携の下に、社会福祉

の向上のための知識の普及及び啓発、障がいのある人に対する支援等を行うことにより、

知的障がい福祉の増進に寄与することを目的としています。 

＜協会の主な事業＞ 

・知的障がい福祉の向上のための調査研究を行い、報告する。 

・知的障がい福祉の向上のための知識の普及及び啓発活動を行う。 

・地域社会における知的障がいのある人の支援体制の整備を促進する。 

・知的障がいのある人が利用する事業所に対する支援事業を行う。 

・関連機関並びに関係団体と連携し、知的障がい福祉の向上に寄与する。 

・地震、噴火等の自然災害により事業所が被災した知的障がいのある人が利用する事業所へ

必要な支援を行う。 

・長野県より委託を受け、強度行動障がい支援者養成研修を実施、専門的な知識・技術並びに 

確固たる倫理観を有する強度行動障がい支援者を養成する。 

・知的障がい福祉に顕著な業績を残した者を表彰する。 

 

現在、長野県下の知的障がい福祉に関わる 200 近い事業所(社会福祉法人、NPO 法

人、株式会社等)に加入していただいています。(主な障がい福祉サービス事業所：障害

者支援施設、生活介護、共同生活援助事業、就労継続支援 A・B 型等) 

また、令和７年度からは、児童発達支援の課題に取り組み始めますので、障がい児

通所支援(児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援)に取り組まれてい

る事業所やこれから取り組まれようと考えている皆さんの加入もお待ちしています。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔お問い合わせ先〕一般社団法人長野県知的障がい福祉協会 
〒380-0936 長野市大字中御所字岡田 98-1 長野保健福祉事務所庁舎内 

TEL:026-225-0704 FAX:026-225-0714 

   MAIL:na-chifuku@deluxe.ocn.ne.jp https://www.na-chifuku.net 

背景画「お花畑」 林檎の里 小橋里桜さん・作 

啓発活動 
  

「知的障がいのある人の福祉」を長野

県民に広く知っていただくために、福祉

大会を開催します。常にホームページで

最新の情報を提供しています。 

会員相互の連携 
  

「知的障がい」について多く学び、

協会全体で連携しています。また、事

業所の種類ごとに部会・委員会を設

け、広く活動しています。 

長野県知的障がい福祉協会では、年間を通して本会の目的に賛同し、一緒に活動に参加

していただける正会員(団体)もしくは賛助会員(個人)を募集しています。 

協会の概要や入会の手続きについて等の詳細は、当協会ホームページをご覧いただき、

協会事務局にお問い合わせください。また、合わせて、当協会が加盟する上部団体「日本

知的障害者福祉協会」のホームページ(http://www.aigo.or.jp/)もご覧ください。 

＜令和７年度の重点項目＞ 
 

(１) 様々な機会を通して、関連諸団体との連携を図り、知的障がい福祉向上のため 

の知識の普及及び啓発活動を行う。 
 

(２) 先人の知恵と実践に学び、知的に障がいのある方のあるべき姿と職員の果たす

べき役割について模索する。 
 

(３) 会員相互の更なる連携とこの法人の発展・活性化を図るため、従来の各種会議

等の再編により、柔軟な会議運営を行う。 
 

(４) 今後の歩みを進めるにあたり、この法人の活動実績を振り返り、資料として

整理する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜当日のタイムスケジュール＞ 

 12：00～12：30  受 付： 

 12：45～13：00  開 式： 

 

 13：00～14：30  講 話： 

 14：30       閉 式 

～改めて「福祉の心」について考えます～ 

＜主催：一般社団法人長野県知的障がい福祉協会＞ 

＜共催：一般財団法人長野県社会福祉施設利用者互助会＞ 

＜後援：長野県（予定）、長野市（予定）＞ 

 

と き：令和 7 年 10 月 21 日(火) 12：45～14：30 

会 場：善光寺本坊大勧進 紫雲閣 
(〒380-0851 長野県長野市元善町 492) 

 

参加者：関係機関・団体・施設などの職員、 

障がいのある方の家族、一般県民 他 

 

 

 

 

一般社団法人長野県知的障がい福祉協会 

第 44 回 長野県知的障がい福祉大会 

協会創立半世紀を記念した 
メモリアル大会 

限定 

240 名様 

参加費 

無料 

～会場について～ 

・会場の都合上、240 名限定とします。 

・会場は畳の部屋です。参加者の皆さんは畳に直接座って講話を聴いていただきます。座布団等、

必要な方はご持参ください。 

・会場内のトイレは和式のみになりますが、会場外には多目的トイレ、洋式トイレがあります。 

 

～駐車場について～ 

・お車でお越しの場合は、会場周辺の有料駐車場をご利用いただくことになります。極力、乗り合

わせや公共交通機関を利用してお越しいただきますようお願いいたします。 

善光寺大勧進 貫主の栢木寛照 氏より、「慈しみのこころ」

をテーマに講話いただきます 

受付した方より、会場にお入りいただきます。 

開式後は、会場への入場ができません。受付時間終了まで

には必ず会場にお越しください。 



 

 

 

 

 

 

昭和 21 年 滋賀県甲賀氏水口町出身 

昭和 43 年 比叡山無動寺にて叡南覚照大僧正 

（北峯千日回峰行大行満大阿闍梨） 

のもと出家し叡山学院で学ぶ 

昭和 50 年 金乗院住職拝命 

平成 21 年 天台宗特別功労賞受賞 

平成 27 年 善光寺本坊大勧進副住職拝命 

令和 4 年   善光寺本坊大勧進住職拝命 

令和 7 年  第 49 回正力松太郎賞受賞 

現在      比叡山延暦寺一山慈光院兼務住職、公益社団法人三宝莚国際交流協会理事長、 

北マリアナ連邦名誉大使、サイパン市名誉市民、元天台宗宗議会議長 

 

比叡山延暦寺開祖である伝教大師最澄上のご願である人材育成を実践しようと活動を始

める。特に青少年育成の一環として毎年 40 名から 50 名の小学生・中学生・高校生を北マ

リアナ連邦のサイパン島に戦没者の慰霊と文化交流を目的として派遣しており、昭和 53 年

以降、40 年以上実施。 

 

【主な著書】「大人が育てば、子も育つ」（二期出版）、「いつまでも愛」（二期出版）、 

「中江藤樹に学ぶー時代のこころ 人のこころ」（二期出版）、 

「親が育てば、子も育つ」(徳間出版) 

常日頃、知的に障がいのある方々と向き合う私たちの実践は、ともす

れば目先の知識や技術に一喜一憂してしまい、大切にしなければならな

い「福祉の心」つまりやさしい心づかいを忘れがちになってしまいます。

今回、信州善光寺で、福祉のお話をお聞きするご縁を頂きました。大切

な一時に感謝しながら、心と行いのありようについて、静かに足元を振

り返りたいと思います。そして、多くの気づきを得ることで、明日から

地に足の着いた力強い一歩を踏み出していきたいと思います。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 
一般社団法人長野県知的障がい福祉協会 会長 小松 敏幸 

＜大会長あいさつ＞ 

＜講話テーマ＞ 

「慈しみのこころ」 
善光寺住職 大勧進貫主 
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７障第 294 号  

令和７年（2025 年）６月 18 日 

 指定障害者支援施設 

指定障害福祉サービス事業所 

指定障害児通所支援事業所 

指定障害児入所施設 

 

長野県健康福祉部障がい者支援課長 

   

強度行動障がい児者への集中的支援の試行的な実施について（通知） 

 

 平素から本県の障がい者施策の推進について、格別の御理解と御協力を賜り感謝

申し上げます。 

 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定において、状態が悪化した強度行動障

がいを有する児者に対し、高度な専門性を有する人材（広域的支援人材）が、事

業所等を集中的に訪問し、適切なアセスメントと有効な支援方法の検討や環境調

整を進めることを評価する「集中的支援加算」が創設されたところです。 

 一方、支援人材の養成は開始されたばかりで、その数も限られていること、また、事

業所等のニーズについても把握できていないのが実状です。  

 今般、一般社団法人 長野県知的障がい福祉協会の協力を得て、支援のニーズや課題

等を検証し、その後の施策を検討するため、「強度行動障がい児者集中的支援モデル事

業」を下記及び別添のとおり試行することとしましたので、お知らせします。  

 

記 

 

 １ 事業内容 

事業所等において対象サービスを利用する強度行動障がいを有する児者

（※１）であって、状態が悪化したことにより事業所等において現状の障害

福祉サービス等の利用や日常生活を維持することが難しくなったと支給決定

自治体が認めた児者を対象に、事業所等（※２）からの申請に基づき、広域

的支援人材を派遣し、個々の障がい特性と生活環境をアセスメントし、個々

の障がい特性に応じた支援や環境調整等を対象者が利用する事業者や御家族

等と連携して集中的に行うことにより、対象者の状態の軽減を図るもので

す。 

（※１）障がい児にあっては、強度行動障害判定表 20 点以上である児、障がい者に

あっては、行動関連項目 10 点以上である者をいう。 

（※２）県、長野市又は松本市が指定する指定障害福祉サービス事業所等であり、対

象サービスは療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、自立

訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ

型、児童発達支援、放課後等デイサービス、福祉型障害児入所施設、医療型障害児

入所施設とする。 

 

 ２ 試行期間 

   令和７年７月１日から令和８年度末まで 

の長 様  



 ３ 利用に当たっての留意事項 

(1) 広域的支援人材、実施事業所等、支給決定自治体等の関係機関及び当該

利用者の家族が一体となって緊密に連携して対応すること。 

(2) 主たる支援実践者は、実施事業所等の従業者であること。 

(3) 強度行動障害支援者養成研修（基礎・実践）において推奨する標準的支

援を行うこと。 

(4) 支援を受けるチームに係わらない実施事業所等の管理者及び従業者、実

施事業所の設置法人責任者が、コンサルテーション（助言援助等）を受ける

ことにつき理解し、協力すること。 

(5) 実施事業所等の管理者は、従業者の資質の向上のために広域的支援人材

等による研修機会を設けるとともに、支援提供体制の整備、支援状況の検証

を行うこと。 

 

 ４ 申請方法等（詳細は別添実施要綱による。） 

 (1) 事業所等が集中的支援実施申請書に必要な事項を記載し、支給決定自治体

の担当課に提出する。 

 ※ 強度行動障がいを有する児者の個人情報等（アセスメントシートや事業所内動

画等）を共有する必要がある場合は、実施事業所等が強度行動障がいを有する児

者及び保護者等の承諾を得てください。 

  (2) 申請を受けた支給決定自治体は、集中的支援の必要性が認められると判断

した場合には、県障がい者支援課長あて集中的支援の実施を依頼する。 

  (3) 県は、広域的支援人材の派遣が適当と判断した場合には、集中的支援の実

施要請を行う。 

 

５ 費用負担 

  事業所等は、広域的支援人材に対して、本加算を踏まえた適切な額の派遣に

係る費用（報酬・交通費）について、別途定めるところにより負担するものと

します。 

  ※ 一般社団法人 知的障がい福祉協会ホームページをご確認ください。 

  https://www.na-chifuku.net/kyoukou-syuutyuutekisien-shinnseisho-hiyou 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問合せ先） 

担  当 障がい者支援課 

     企画幹兼課長補佐 田中 

     管理係 和泉、木下 

電  話 026-235-7103（直通） 

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 026-234-2369 

電子メール：fuku-kanri@pref.nagano.lg.jp 



 

 

【参考】 

 ① 集中的支援加算の概要（Ⅰ）【事業所訪問型】 

  強度行動障害を有する児者の状態が悪化した場合において、県が選定する広域

的支援人材が対象サービス事業所等を訪問し、集中的な支援を行った場合、３月以

内の期間に限り１月に４回を限度として 1,000 単位/日（約１万円/日）を加える。

なお、本加算を算定する事業所等は、広域的支援人材に対して加算額を踏まえた適

切な額の費用を支払う。 

 

 ② 本事業の対象者 

  障がい児にあっては、強度行動障害判定表 20 点以上である児、障がい者にあっ

ては、行動関連項目 10 点以上である者 

 

 ③ 対象サービス 

  療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、自立訓練（機

能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、

児童発達支援、放課後等デイサービス、福祉型障害児入所施設、医療型障害児

入所施設 
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